第25事件——種痘後遺障害事件（最判平成３年４月19日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法学部4年　藤野
・事案——国等に対する損害賠償請求訴訟
小樽市保健所において痘そうの予防接種を受けたX（生後６ヶ月）が脊髄炎を発症し、その結果下半身麻痺による運動障害と知的障害の後遺症が残った。そこでX及びその両親が国、北海道、小樽市、小樽保健所長、保健所職員、製薬会社に対して損害賠償を請求した。理由としては、Xは接種当日の５日前から咽頭炎による発熱があったにもかかわらず接種を実施した保健所職員（医師）の予診不足によって禁忌者であることが看過され接種を実施したことなどであった。
· 第１審（札幌地判昭和57年10月26日）　認容
本件接種とXの後遺障害との間には因果関係があり、接種実施者の問診義務違反により接種当時のXの接種不適応状態を看過した過失があると認め、国、道、市の責任を認めた。Xの母親にも過失があるとして過失相殺し、予防接種法に基づいて支給されていた分を除いて3400万の賠償請求を認容した。
· 控訴審（札幌高判昭和61年７月31日）　棄却
接種日の５日前からの発熱は接種日の２日前には解熱しており当日には咽頭炎は治癒していたとの事実を認定し、接種を実施するのに適した者であったから予診が不十分であったとしても予診の不十分な点と後遺障害の間には因果関係が認められないとして、請求を棄却した。これに対してXらが上告。（予備的請求として憲法に規定する財産権に対する正当補償条項又は個人の尊厳、生存権に関する規定を根拠とする損失補償を新たに請求していたが、行政訴訟における実質的当事者訴訟となるため国家賠償請求とは訴訟物を異にする、として不適法却下されている。）
· 上告審　　破棄差戻し
予防接種によって重篤な後遺障害が発生する原因としては、①被接種者が禁忌者に該当していたこと、または②被接種者が後遺障害を発生しやすい個人的素因を有していたこと、が考えられるところ、①の可能性は②の可能性よりはるかに大きいから予防接種により後遺障害が発生した場合には(a)禁忌者を識別するために必要とされる予診が尽くされたが禁忌者に該当すると認められる事由を発見できなかったこと、(b)被接種者が個人的素因を有していたこと、等の特段の事情が認められない限り、①の場合であったと推定するのが相当だとし、原審を破棄して控訴審に差し戻した。（差戻し後の控訴審において推定を覆す特段の事情は認められず禁忌者該当が推定され、問診義務違反も認められるとして国、市に賠償を命じている）
(b)の立証は現在の医学水準の下ではかなり困難であり、最判昭和51年９月30日が予防接種の予診に関して高度の注意義務があるとしているために(a)の立証が認められる範囲は狭くなっており禁忌者該当の推定、それによる賠償の前提となる過失の認定はされやすくなっているといえる。しかし、当時の集団接種に比べ最近は予診体制は改善・整備されており(a)の反証が認められる可能性もないとは言えない。
・問題点
予防接種健康被害救済制度と国賠訴訟の２元性
過失が認定されなかった場合に被害者救済はどうなるのか？
参考文献：宇賀克也「予防接種被害に対する救済」行政法の争点第三版94頁
